
令和8年度 事務事業評価 (事後評価）実施一覧表

《必要性、効率性、公平性》 《方向性の区分》

チェック表ですべて該当すれば「A」、一つでも該当しなければ「B」
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1 4 8 1総務課
3基地調
整・
危機管理室

防災対策費一
般管理

防災ハザードマッ
プ更新

A A A 完了

【事業内容】
最新の洪水浸水想定区域を反映した「洪水ハザードマップ」へと刷新するとともに、既
存の「十勝岳火山防災マップ」及び「住民防災学習冊子」を包括した「防災ガイドブッ
ク」として一冊に集約・一元化したものを全戸へ配布。
【総括】
ハザードマップの更新及びガイドマップの一元化・周知が行われたため完了とする。

-

2 5 8 2企画政策課
2DX推進
班

ホームページ
運用管理費

ホームページ運用
管理事務

A B A 見直し

【事業内容】
町民が必要とする行政情報を幅広く公開
インターネットを活用した情報発信により、より多くの人への情報伝達
【総括】
スマートフォンでの利用を念頭に、利用者目線に立った見直しを図ること。

R11

推進プラン
項目

3 5 8 2企画政策課
3自治推進
班

広報費一般管
理費

広報広聴事業 A B A 見直し

【事業内容】
　自立した住みよい地域コミュニティを築いていくには、町民と行政の間の壁をなくす
ことが重要であり、そのためには町民と行政が対等な立場で意見交換を行う場やコミュ
ニケーションツールが必要不可欠であり、町民と行政の橋渡し役として効率的かつ効果
的な広報広聴活動に努め、町民との協働のまちづくりを積極的に推進する。
【総括】
時代の変化や町民のニーズに合わせた内容、手法の検討を実施すること。

R11

推進プラン
項目

4 4 8 3町民生活課
2生活環境
班

葬斎場・墓地
管理費

葬斎場の管理運営
（中富良野町西山
火葬場の共同利
用）

A A A 完了

【事業内容】
令和8年3月24日　共同利用に関する覚書を締結。令和8年4月1日共同利用の開始。
【総括】
共同利用の開始により評価終了とする。管理運営については中富良野町と連携を進める
こと。新たな政策的事業が発生した際は別途事前評価すること。

-

評価年 ２次評価（政策調整会議）

①町が実施することが妥当である。
②施策(上位の目的)に有効に結びついている
③社会・経済状況の変化に対応している

④最も適切な手法である
⑤運営方法は、経済性・効率性の向上が図られている
⑥施策を達成するために目的や対象を見直す必要はない
⑦コスト(職員数や予算)に見合った活動状況である
⑧有利な財源を活用している
⑨他事業との重複や統廃合の余地はない

⑩行政サービスの対象に問題はない
⑪適正な受益者負担を求めている

必要性

公平性

効率性

事業目的の妥当性が認められ、一定の成果があがっており、今後も事業の拡大・重点化を図るべきもの

事業の目的から見て成果が上がっており、又、事業の実施手法等も特に問題がないため、現状どおりの事業継続が妥当であるもの

事業実施手法の変更などにより、さらに成果の向上をめざすべきと判断されたもの（必要性・効率性・公平性で１つでも「Ｂ」があれば、方向
性は「見直し」とする。「縮小」のための見直しは、「縮小」とする）

事業目的の妥当性は認められ、一定の成果は上がっているが、サービスの供給が過大になっており、適正化を図る必要がある場合か、事業の方
向性としては良いが、コスト節減が必要なもの

事業目的そのものの意義がかなり低下しているものや、事業目的から見て成果がほとんど上がっていないものなどで、事業の廃止が妥当である
と判断されるもの（廃止年度を明確にする）

次年度より直ちに廃止すべきもの

事業の実施目的や計画期間が明確であり、目的を達成したことに伴い、事業を終息させるもので、政策的な意思決定や判断の入る余地がほとん
どないもの

【廃止】

【完了】

【拡大】

【継続】

【見直し】

【縮小】

【将来廃止】
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5 4 8 4保健福祉課
1健康推進
班

母子保健費
低所得の妊婦に対
する初回産科受診
料支援事業

A A A 継続

【事業内容】
初回の産科受診費用を助成することで、経済的な不安を解消し、早期の妊娠判定と産科
医療機関への受診を促す。
【総括】
産前産後の切れ目のない支援を行っていくにあたり支援事業は必要。受診控えの解消の
ため事業周知を行うこと。

R11

6 4 8 4保健福祉課
1健康推進
班

母子保健費
多胎妊娠の妊婦健
康診査支援事業

A A A 継続

【事業内容】
多胎妊婦の負担軽減と適切な妊婦健診の受診の向上を図り、安心して出産できる環境を
整えることを目的に１４回の妊婦健康診査受診票で足りない分を5回まで追加する。
【総括】
産前産後の切れ目のない支援を行っていくにあたり支援事業は必要。

R11

7 4 8 4保健福祉課
1健康推進
班

母子保健費
産婦健康診査費用
助成事業

A A A 継続

【事業内容】
産科医療機関で産後2週間と産後1か月に行われる産婦健康診査に係る費用を助成するこ
とにより、経済的な負担の軽減を図り、必要時、早期支援を行うことで産後うつの予防
や新生児への虐待防止等を目的とする。
【総括】
産前産後の切れ目のない支援を行っていくにあたり支援事業は必要。全道ほぼすべての
自治体で実施されている事業であることから継続とする。

R11

8 4 8 4保健福祉課
1健康推進
班

母子保健費 産後ケア事業 A A A 継続

【事業内容】
助産師等による訪問支援に加え、産科医療機関を利用して助産師等の看護職による身体
的な回復のための支援、授乳の指導及び乳房ケア、新生児及び乳児の状況に応じた具体
的な育児指導などが受けられることで、産後うつ病の予防や産婦の心身の安定と母子の
愛着形成を促すことを目的に実施する。
【総括】
産前産後の切れ目のない支援を行っていくにあたり支援事業は必要。全道ほぼすべての
自治体で実施されている事業であることから継続とする。

R11

9 5 8 4保健福祉課
2高齢者支
援班

在宅福祉推進
費

在宅福祉サービス
事 業 （ 配 食 ・ 移
送・理容・除雪・
電話サービス）

B B B 見直し

【事業内容】
日常生活に支障がある在宅の虚弱高齢者および障害者等並びにその介護者の在宅福祉の
向上を図る目的として、配食、移送、電話、除雪、理容サービスを社会福祉協議会の委
託事業として実施している。
【総括】
令和9年度第10期介護保険事業計画において、現在の経費に応じた適正な利用料金の見
直しを行うこと。次回は「寝たきり老人等おむつ購入費助成事業」を含めた評価とす
る。

R11

10 5 8 4保健福祉課
2高齢者支
援班

在宅福祉推進
費

緊急通報システム
事業

A A A 継続

【事業内容】
在宅で高齢者並びに障害者等に対して、火災、急病及び事故等の緊急時の連絡体制を確
立することにより日常生活上の不安の解消及び人命の安全を確保するとともに、福祉の
増進を図ることを目的とする。
【総括】
固定電話回線の利用者減少に伴い、将来的には利用者は減少していくものと考えられ
る。今後の見守りシステム等についてはスマートデバイスなどを含め研究を進めるこ
と。本事業については、評価を終了とする。

-

以降評価終
了
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11 5 8 4保健福祉課
2高齢者支
援班

在宅福祉推進
費

寝たきり老人等お
むつ購入費助成事
業

A A A 継続

【事業内容】
　在宅する寝たきり者等に対し、常時おむつを使用する者のおむつ購入費の一部を助成
'(1か月5000円)し、寝たきり者等及び介護者の経済的及び精神的負担を軽減し、地域
福祉の増進を図ることを目的とする。
【総括】
在宅介護を推進するためにも重要な事業であり継続とする。次回以降　「在宅福祉サー
ビス事業」に含めて評価する

※
R11

次回以降
「在宅福祉
サービス事
業」に含め
て評価する

12 5 8 4保健福祉課 2高齢者支援班

介護特別会計
地域支援事業
費

生活支援体制整備
事業

A A A 継続

【事業内容】
・令和2年度より協議体の設置と生活支援コーディネーターを配置し、高齢者の生活支
援、介護予防サービス等の体制整備を推進している。
【総括】
ボランティア登録者やニーズを確認しながら事業を継続していくこと。目標及び実績値
について、依頼数及び実施数とし、実態を把握すること。

R11

13 5 8 4保健福祉課 2高齢者支援班

介護特別会計
一般介護予防
事業費

介護予防地域活動
支援事業

A A A 継続

【事業内容】
・介護保険事業計画に基づき、地域での住民の自主的な支援活動の推進として、現在介
護予防活動を行っている活動を地域に対し活動拡充に対して支援を行うことにより、介
護予防の促進を図る。
【総括】
・高齢者の介護予防・重症化予防には、地域での活動（外出)が必要であり継続とす
る。
・介護予防活動の必要性を啓発し、団体・地域・担い手等の育成及び手法について研究
を進めること。

R11

14 5 8 4保健福祉課
4子育て支
援班

教育・保育給
付費

保育料改定 A A A 継続

【事業内容】
　子ども・子育て支援法に基づく教育・保育給付に伴う利用者負担について、国の改定
に基づくもののほか、町独自でも随時見直しを図ってきている。
【総括】
国、道、他市町村の動向を注視し、保育料改定を検討すること。また、今後は町独自の
保育料軽減策を評価対象する。

R11

推進プラン
項目

15 5 8 4保健福祉課
4子育て支
援班

教育・保育給
付費

特別保育事業 A A A 継続

【事業内容】
保護者が安心して子どもを預けられ、子どもがのびのび過ごすことができる保育環境づ
くり、さらには幼児教育の提供を目的とする。
女性の社会進出あるいは経済的理由による共働き家庭の増加、核家族化による家庭の子
育て力の低下などから、低年齢児の入所が増加している。また、発達に課題のある児童
も増加傾向にある。
【総括】
仕事や家庭に関する社会変化に対応するために必要な事業であり継続とする。利用数と
受入体制が適切な水準であるか把握に努めること。

R11
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16 5 8 4保健福祉課
5こども未
来班

発達支援セン
ター事業費

障害児福祉対策事
業

A A A 継続

【事業内容】
早期発見・早期療育を基本に、心身の発達に障害の遅れや心配のある児童と家族に対
し、身近な地域で個々に応じた発達支援を行うことで、子どもの発達を促すほか、親同
士の交流の中で子育てについて学び、支えあうことができる。併せて、子どもを取り巻
く地域全体の子育て力の向上を目的とする。
【総括】
発達に課題のある児童の早期対応として必要な事業であり継続とする。登録人員と職員
配置数について、適切な水準を把握すること。

R11

17 5 8 4保健福祉課
5こども未
来班

子育て支援セ
ンター事業費

子 育 て 支 援 セ ン
ター運営事業

A A A 継続

【事業内容】
子育て支援センターでは、保育士による遊びの提供や育児相談、育児サークルへの支援
など地域のこれから子育てをする家庭及び子育て家庭に対する様々な支援を目的とす
る。
核家族化、就労環境の変化、女性の社会進出の増加と子育て環境が変化し、家庭や地域
における子育て力が低下している。安心して子どもを生み育てる環境の整備と子育て支
援策が強く求められている。
【総括】
加速する少子化に柔軟に対応していくため、町が担っていく事業と民間委託等で行える
（対応できる）事業について検討すること。

R11

18 5 8 5農業振興課
1農業振興
班

農業後継者対
策費

農業後継者対策事
業
（新規就業者誘致
事業補助、農業後
継 就 業 者 奨 励 補
助）

A A A 継続

【事業内容】
①次代を担う新規就農者の円滑な就農及び農業後継者の育成を図るため、農業技術習得
及び就農支援を行い、地域担い手の確保と新規就農の促進により本町の農業振興と農業
農村地域の活性化を図ることを目的とする。
②農業経営の規模拡大や複合経営が進むなかで、農業従事者の高齢化や後継者不足によ
る農家戸数や農業労働力の減少が進んでいる。
【総括】
新規就農や後継者対策として一定の効果が出ており継続とするが、農業後継者の減少は
続いていることから新たな担い手確保策の研究を進めること。

R11

負担金及び
補助金

19 5 8 5農業振興課 1農業振興班
林業振興費私
有林整備推進

森林経営管理制度
に係る意向調査委
託業務

A A A 継続

【事業内容】
・適切な経営管理が行われていない森林所有者に対して、適切な管理を行ってもらうた
め、意向調査を実施する。
【総括】
・森林管理制度の基礎となり、適正な森林管理を行っていくにあたり継続的に必要な事
業であるため、今後は評価対象外とする。

-

以降評価終
了

20 4 8 5農業振興課
1農業振興
班

農業振興費一
般管理費

地域おこし協力隊
（特産農作物支
援）事業

A A A 継続

【事業内容】
主要品目の就農研修をしながら、将来的に新規就農者として自立を目指す支援員を配置
することにより、新たな担い手の確保、労働力不足の解消と合わせて特産農作物の維
持、拡大を図る。
【総括】
研修期間が終わり、土地が確保できた隊員は、新規就農し特産農作物の担い手として活

-

以降評価終
了
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21 4 8 6商工観光課 2観光班
観光一般管理
費

地域おこし協力隊
(観光推進員)採用

A A A 継続

【事業内容】
新たなイベント形態の開拓、安定化に向けた実行体制の確保のため、また、多くの課題
を抱える観光協会の体制の刷新、安定化に向けた人材の確保を図ってきたが、定着には
至らなかった。
地域の強みを掘り起こした地域ブランドの確立のため、観光推進員を雇用し、地域商社
等の立ち上げに向けたプロジェクトを推進する。
【総括】
町全体の観光振興のため、観光協会や振興公社等と連携し、地域商社やDMC等の手法を
含めた新たな観光施策を検討すること。観光に関する新規施策は別途評価の対象とし、
本事業は今後は「地域おこし協力隊事業」の評価とする。

-

以降評価終
了

22 4 8 6商工観光課 2観光班
企画政策費一
般管理費

地域おこし協力隊
(地域振興推進員)
事業

A A A 継続

【事業内容】
町の魅力発信や、自治体財源の確保に極めて有効な「ふるさと納税」の推進な
ど、多角的な活動を担い、将来的な関係人口の創出を図る。
【総括】
ふるさと納税を通じた関係人口の創出や町の魅力発信は重要である。本事業は継続と
し、今後は「地域おこし協力隊事業」の評価とする。

-

以降評価終
了

23 4 7建設水道課
2建築施設
班

住宅改修費補助
「上富良野町住宅リフォーム助成事業」として令和７年度評価済みのため削除 負担金及び

補助金

24 5 8 8教育振興課
1学校教育
班

教育総務費一
般管理費

教育総務事業
（町学校教育振興
会負担）

A A A 継続

【事業内容】
上富良野町公立学校の創意ある教育活動の展開を図るとともに、教職員の研修活動を推
進し、上富良野町の教育振興を図る。
【総括】
急速な時代の変化に対応する為、教職員の資質向上に資するとの校長会からの意見もあ
り、不断の取組みとして継続すべき事業であるため、今後は評価対象外とする。

-

負担金及び
補助金
以降評価終
了

25 5 8 8教育振興課
1学校教育
班

上富良野西小
学校管理運営
費

姉妹校交流事業
（姉妹校交流推進
事業補助）

A A A 継続

【事業内容】
三重県津市立安東小学校と上富良野西小学校、双方での訪問交流又は物的交流により、
お互いの地域文化を理解するとともに、郷土の良さを見直す機会とする。また、交流活
動を通して、自分の思いを伝え、心を通わせるふれあい、豊かに表現する子どもを育成
する。
　ホームステイの受入れが難しく、宿泊施設を利用せざるを得ない状況となり、保護者
の費用負担が増えている。
【総括】
郷土の歴史を学び、交流を通じた成長が図られる重要な事業である。実施に当たっては
双方の学校の意向を確認しながら、姉妹校交流を継続すること。

R11

負担金及び
補助金

26 4 8 8教育振興課
1学校教育
班

就学・教育相
談事業

教育支援センター
運営事業

A A A 完了

【事業内容】
不登校及び登校しぶりのある児童生徒に対し、安心して過ごせる居場所を提供するとと
もに、「自分らしさを取り戻す過程」を支援することにより、自己肯定感や主体性の回
復を図る。また、学校、家庭及び関係機関との連携を通じて、児童生徒の社会的自立及
び将来的な学校や社会との円滑な接続を支援する。
【総括】
専門人材を配置し、子どもたちや保護者等への伴走支援を継続するための体制を構築し
たことにより、本事業は完了とする。今後は、職員配置や活動施設などの課題について
検討を継続すること。

-

以降評価終
了
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27 5 8 8教育振興課
2社会教育
班

いしずえ大学
運営費

いしずえ大学運営
事業

A A A 継続

【事業内容】
高齢者が、『若く老いよう』を合言葉に仲間が集い、共に学習やクラブ活動で文化・ス
ポーツ・生活等について学び、正しい心と健やかに体をつくり、豊かな生活を築くこと
を目的とする。
【総括】
世代的な考え方の変化により、入学適齢者であっても希望する町民が減少している。ア
クティブシニアのニーズの把握に努め、新たな手法を検討すること。高齢者の学びの場

R11

負担金及び
補助金

28 5 8 8教育振興課
2社会教育
班

青少年育成費
子ども会育成事業
（町子ども会育成
協議会活動補助）

A A A 継続

【事業内容】
町内、単位子ども会への活動の支援と子どもの健全育成を図るための育成協議会の活動
を実施。
単位子ども会向けの活動を中心に、ジュニアリーダー「パレット」の育成をしている。
ジュニアリーダーとして活動する生徒はR8.5.1現在9名。月1回の活動を実施。家庭教
育･学校教育だけでなく、子ども同士の遊びや交流の中から様々な体験を通して学ぶこ
とが大切である。令和7年度に体制を変更しており、引続き協議会の役割について助言
していく。
【総括】
体制の変更により、新たな活動の方針を定められた点について、子どもの健全育成に資
する活動が継続されるよう、適切に支援・助言を実施していくこと。

R11

負担金及び
補助金

29 5 8 8教育振興課
2社会教育
班

青少年育成費
町青少年団体協議
会補助事業

B B B 完了

【事業内容】
地域に住む青少年が集い、上富良野町の地域づくりを担うため、ボランティア活動や青
年交流を深めることにより、地域の発展と各年齢層や異業種の青年との横の連携を図り
より充実した街づくりを展開する。主催事業・支援事業の担い手に苦慮しており、目的
達成が困難となり令和7年12月31日付けで解散した。
【総括】
団体の解散により評価は完了とする。
青少年育成や地域活性化につながる施策について研究を進めること。

-

負担金及び
補助金

30 5 8 8教育振興課
2社会教育
班

文化振興対策
費

町文化連盟活動補
助事業

A A A 継続

【事業内容】
文化の日を中心に、町内で文化活動を行っている愛好者の発表機会と鑑賞機会を設け、
町の文化発展に寄与することを目的として文化芸能活動の発表の場として実施する。
【総括】
町内の文化振興の発展につながることから継続とする。加盟団体の活性化について支
援・助言していくこと。

R11

負担金及び
補助金
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31 5 8 8教育振興課
2社会教育
班

放課後子ども
プラン事業

放課後子どもプラ
ン事業

A A B 見直し

【事業内容】
放課後の子どもの安全な居場所と留守家庭等子育て支援を行うため、放課後クラブ・ス
クール事業を行い子どもの健全育成を図る。（児童福祉法、町子ども子育て支援事業計
画の改定に基づき、平成27年度から新制度に移行）
①対象・活動場所：対象は小学1～6年生、放課後クラブは上小多目的ホール（上小以外
はスクールバスで移動）、放課後スクールは上小は体育館2階、上西小は家庭科室で実
施。
②指導員体制：クラブ13人、スクール10人が登録しシフト制による勤務。クラブ支援
員は認定資格研修を計画的に受講し運営体制を図る。支援員の高齢化による新規指導員
の確保が必要。
③クラブ利用料は月1,000円(延長30分100円)、スクール登録料は年1,200円。
【総括】
放課後の子どもの安全な居場所づくりと留守家庭等の子育て支援のため必要な事業であ
るが、利用料について他市町村の状況を確認し、見直しも含め検討すること。

R11

32 4 8 8教育振興課
2社会教育
班

パークゴルフ
場管理費

パークゴルフ場整
備

A A A 完了

【事業内容】
令和５年度から芝生の改修を行うよう全３コースを隔年にて、エアレーション、堆肥散
布や筋切播種等の整備を実施。さらに改修業務後の適正な芝生の維持管理が継続される
よう、施工管理業務も合わせて実施した。
【総括】
エアレーション等による芝生の整備の成果が表れており、本事業の評価は完了とする。
次回の指定管理者には、芝生の管理や利用者の増加等に資する手法を検討すること。

-


